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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第63期 第64期 第65期 第66期 第67期

決算年月 平成22年11月 平成23年11月 平成24年11月 平成25年11月 平成26年11月

売上高 (千円) 2,521,842 2,639,071 2,764,989 2,666,050 2,887,724

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 31,317 464 △23,951 △24,945 77,660

当期純利益又は当期純
損失(△)

(千円) 36,996 2,402 △138,512 35,437 1,035,572

持分法を適用した場合
の投資利益又は投資損
失(△)

(千円) 129,760 102,849 △23,181 △9,593 △4,734

資本金 (千円) 240,000 240,000 240,000 240,000 240,000

発行済株式総数 (株) 4,800,000 4,800,000 4,800,000 4,800,000 4,800,000

純資産額 (千円) 4,235,979 4,213,830 4,112,391 4,170,800 5,206,623

総資産額 (千円) 5,058,237 5,067,815 4,871,953 4,835,610 6,690,047

１株当たり純資産額 (円) 882.49 877.88 856.75 868.91 1,084.71

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円) 3 3 3 3 6

(円) (―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 7.70 0.50 △28.86 7.38 215.74

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 83.7 83.1 84.4 86.3 77.8

自己資本利益率 (％) 0.9 0.1 ― 0.8 22.1

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) 39.0 599.3 ― 40.6 2.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 79,329 12,140 33,549 150,958 235,200

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △503,542 △17,445 △215,443 △61,660 1,145,246

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △18,020 △21,873 △23,764 △26,521 △26,373

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,830,931 1,803,752 1,598,094 1,660,870 3,014,943

従業員数
(ほか、平均臨時
雇用者数)

(名)
83 83 85 81 84
 (65)  (65)  (59)  (56)  (56)

 

(注) １　売上高には消費税等は含まれていない。

２　当社は連結財務諸表を作成していないため「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」については、

記載していない。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載していない。

４　第65期の自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため記載していない。

５　当社は非上場、非登録であり、株価の算定が困難なため、株価収益率を記載していない。

６　第65期の配当性向については、当期純損失を計上しているため記載していない。

７　第65期における当期純損失の計上は投資有価証券評価損の計上等によるものである。

８　第67期における当期純利益の大幅な増加は関係会社株式売却益の計上等によるものである。
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２ 【沿革】

昭和23年７月 日電工業株式会社を東京都品川区に設立。冷凍、空調用等の自動機器の製造および販売を開

始。

昭和35年８月 栃木県宇都宮市に宇都宮製作所を新設。

昭和36年11月 米国ランコ社と合弁会社日電ランコ株式会社を設立。

これに関連して宇都宮製作所の資産を日電ランコ社に譲渡。

昭和38年５月 神奈川県藤沢市に大船工場を新設。

昭和38年６月 東京証券取引所市場第２部に上場。

昭和39年10月 東京地方裁判所民事第８部に会社更生法適用を申請。

昭和40年１月 東京証券取引所第２部上場廃止。会社更生法に基づく更生手続開始決定の認可を受ける。

昭和45年７月 東京地方裁判所に会社更生手続終結を申請し認可を受ける。

昭和47年２月 大阪市に大阪支店を、福岡市に福岡営業所を開設。

昭和58年４月 本社を東京都品川区より神奈川県藤沢市に移転。

平成５年４月 旧工場を閉鎖し、旧工場隣接地(神奈川県藤沢市)に本社工場を建設移転。

平成15年９月 福岡営業所を閉鎖。

平成16年９月 営業部を東京都中央区に移転。
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３ 【事業の内容】

当社の事業は環境空気調和(冷暖房)、工業用空気調和、冷凍機を主とする化学工業用設備等、あるいは商業用、家

庭用機器類の自動機器の製造、販売であり、その主なるものは次のとおりである。

なお、当社は自動制御機器製造販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略している。

 

機種 製品の内容

電磁弁
 
 

通電すると電磁力によって流体の通路を開く弁で、流体の流量の加減、流方向の変換、危
険防止等を行い自動装置の操作機として広い応用範囲を持つ。冷媒、水、蒸気、ガス、電
気、油等の流体の種類、流量の大きさにより極めて多種のものがある。

膨張弁
 
 

冷凍装置の高圧液冷媒を絞り膨張させ、低圧とし蒸発器に送り込み蒸発ガス化させて周囲
のものを冷却させるための弁で、冷凍装置に不可欠のものである。使用する冷媒の種類、
冷凍能力の大きさにより多くの種類がある。

温・湿度調節
器
 
 

温度調節器は温度の上下により、湿度調節器は湿度の上下により、スイッチを入切あるい
は電気抵抗変化を与えて、電磁弁やコントロールバルブを働かす調節器で空調や各種工業
設備において温度あるいは湿度を一定に保つために使用され、用途により多くの種類があ
る。

電動弁
 

 

コントロールバルブ(コントロールモーターを組込んだ弁で用途により水、蒸気等の流量を
コントローラーの信号により比例制御又はON―OFF制御をし、大きさにより各種ある。)
電動ボールバルブ(小型モーターを組込んだ弁で、弁部はボール形式になっており、所定の
回転角度により流体のON―OFF制御を行なうもので大きさにより各種ある。)

手動弁
 

 

パックド弁(冷凍機ユニットに取付けられる手動弁で、ハンドル軸封部にパッキングを用
い、その漏洩は袋ナットにより封じている。冷凍機メーカー毎に形状が異なる。)
パックレス弁(冷凍装置の冷媒配管に用いられ、ハンドル軸封部にパッキングを用いずベ
ローズにより漏洩を皆無とする構造の手動弁で管継手サイズは多くの種類がある。)

自動弁
 

自動給水弁(圧力や温度の上下により水の流路を自動的に開閉する弁で、主として冷凍機用
の冷却水に使用される。)

その他
 

 

コントロールモーター(温度、湿度、あるいは圧力の調節器により操作されるモーターで、
弁やダンパー等の開閉用動力として使用され単に弁等の全開、全閉だけでなく適度の温度
に保つ動作―比例動作―が出来、各種の自動装置に利用される。)
その他、自動装置に必要な手動弁、スイッチ類がある。

 

当社は、菱華産業㈱の子会社であり(当社議決権の50.21％を所有)、同社から原材料を購入し、同社へ当社製品を

販売している。

以上に述べた事項の概要図は次のとおりである。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金又は
出資金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有
割合(％)

(親会社)       

菱華産業㈱
東京都
中央区

100,000
合成樹脂原料
および製品等
の販売

― 50.21
当社製品の販売および原
材料の購入
役員の兼任２名

 

(注) １　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はない。

２　菱華産業㈱は、支配力基準により親会社としている。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成26年11月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

84(56) 39.3 13.1 4,605
 

(注) １　従業員は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載している。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

３　当社は、自動制御機器製造販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略している。

４　従業員数は、他社から当社への出向者を含む就業人員数である。

 

(2) 労働組合の状況

労使関係については、特に記載すべき事項はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国経済は、期前半はデフレ脱却と本格的経済再生に向け着実な歩みを示しました。

然乍、期後半も全体としてみれば緩やかな回復基調を辿ったものの、増税の反動もあり個人消費を中心に伸び悩

みをみせ、これに急激な円安も加わり直近のGDP（７月－９月期）実質成長率は４－６月期に続きマイナス成長を

記録しました。

斯る経済状況下、当社の主力である空調分野でも、ルームエアコン、パッケージエアコン共に、出荷ベースで期

前半は消費税増税前の駆込み需要もあり好調に推移しましたが、期後半に入ってからは、増税の反動及び取引先の

在庫調整等もあり８月以降鈍化したものの、通期では前年同期間を上回る実績となりました。

その他当業界に関連する分野においても同様な動きとなりました。

このような情勢のもと、当社は鋭意拡販に努め、期前半の売上は基板関係の特需受注及び増税前の駆込み需要も

あり、順調に推移しました。

一方、期後半は増税後の反動等もあり夏以降受注が減少したものの、結果として当事業年度の売上高は28億87百

万円余（前期比8.3％増）を計上いたしました。

また、収益面におきましては、引き続き生産効率の向上、諸経費削減等に注力、利益率の高い基板関係の受注も

功を奏した結果、営業利益63百万円余を計上し四期ぶりに黒字を達成いたしました。

更に、特別損益で関係会社の株式売却による関係会社株式売却益を計上し当期純利益1,035百万円余の結果を残

すことができました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物の期末残高は3,014,943千円と前年同期と比べ1,354,072千円の増加とな

りました。

営業活動によるキャッシュ・フローは税引前当期純利益1,730,054千円、減価償却費180,532千円、仕入債務の増

加48,212千円に対し、関係会社株式売却益1,652,394千円、売上債権の増加91,731千円等により、235,200千円と前

年同期に比べ84,241千円の増加となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは関係会社株式売却による収入1,743,644千円に対し、定期預金の預入によ

る支出559,805千円、有形固定資産の取得による支出96,010千円等により1,145,246千円と前年同期に比べて

1,206,906千円増加しました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金支払14,510千円、リース債務の返済による支出11,863千円等によ

り△26,373千円と前年同期に比べ148千円の増加となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社は、自動制御機器製造販売事業の単一セグメントのため、生産、受注及び販売実績については、種類別に記載し

ております。

(1) 生産実績

 

品名 生産高(千円) 前年同期比(％)

電磁弁 1,723,069 104.40

膨張弁 25,901 85.17

温湿度調節器 8,404 91.40

電動弁 162,952 94.92

手動弁 300,307 112.88

自動弁 310,447 106.50

その他 17,220 95.50

計 2,548,302 104.55
 

(注) １　金額は標準販売価格(消費税等抜き価格)による。

２　生産実績中には改造生産分を含まない。

 

(2) 受注実績

 

品名 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

電磁弁 1,693,755 106.86 421,547 91.09

膨張弁 23,237 69.53 3,620 59.76

温湿度調節器 7,205 97.74 1,123 45.64

電動弁 185,129 121.75 61,651 147.98

手動弁 289,477 113.97 76,675 92.47

自動弁 265,613 91.74 52,193 59.03

その他 354,212 149.99 2,659 62.29

合計 2,818,630 110.21 619,471 89.97
 

(注)　金額は販売価格(消費税等抜き価格)による。
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(3) 販売実績

 

品名 販売高(千円) 前年同期比(％)

電磁弁 1,734,985 105.12

膨張弁 25,674 75.90

温湿度調節器 8,543 94.25

電動弁 165,141 96.39

手動弁 295,722 111.66

自動弁 301,835 101.34

その他 355,821 149.11

合計 2,887,724 108.32
 

(注) １　販売実績は消費税等抜きで記載している。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
 

相手先

前事業年度 当事業年度

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

東芝キヤリア㈱ 228,794 8.6 337,155 11.7

日立アプライアンス㈱ 319,562 12.0 327,445 11.3
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３ 【対処すべき課題】

当社といたしましては、引き続き新製品開発や新分野開拓のスピードアップそして販売力の強化に注力し、安定

した収益基盤の構築ならびに経営体質強化を図り業績向上に邁進してまいります。

 

４ 【事業等のリスク】

当社の経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。

（１）原材料価格の変動リスク

当社の各種バルブ製品の主要原材料である黄銅棒、黄銅鍛造、黄銅鋳物、銅管等の価格は市況を反映し変動

を繰り返しております。これらの市場価格が大きく変動した場合には当社の業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

（２）品質リスク

当社はISO9001認証を取得し、全ての製品について万全の品質管理に努め、製造物責任賠償保険にも加入して

おりますが、保険でカバーできぬ予期せぬ重大な品質クレームが発生した場合には当社の業績に影響を及ぼす

可能性があります。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

特記すべきものはありません。

 

６ 【研究開発活動】

新規受注に先立ち、お客様への試作品を製作するに当たり、電磁弁等に関する研究開発活動を行っております。

なお、当社は自動制御機器製造販売事業の単一セグメントのため、セグメント別の記載は省略しております。

当事業年度における研究開発費の金額は39,578千円となっております。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)財政状態の分析

(資産、負債及び純資産の状況)

当事業年度末の資産の部では、関係会社株式売却により当座預金、通知預金、有価証券等の増加により流動資

産は前期比で大幅に増加いたしました。

固定資産では、関係会社株式が売却により減少し、建物等が若干増加しましたが固定資産全体では前期比で減

少いたしました。

総資産は前年度末と比較して1,854,437千円増加し、6,690,047千円となりました。

負債の部につきましては、流動負債は未払法人税等の増加及び未払金の増加により、前年度末と比較して

826,823千円増加しました。

固定負債は、リース債務及び役員退職慰労引当金の減少により前期比で減少いたしました。

負債合計では、前年度末と比較して818,614千円増加して、1,483,423千円となりました。

純資産の部では、繰越利益剰余金が増加し、株主資本は1,021,172千円増加、その他有価証券評価差額金も

14,649千円増加しました。

その結果、純資産合計は前年度末と比較して1,035,822千円増加し、5,206,623千円となり、自己資本比率は

77.8％となりました。

 

(２)経営成績の分析

(売上高及び利益の状況)

当事業年度の売上高は2,887,724千円と前事業年度比221,674千円（8.3％）の増収となりました。

利益面では、営業利益63,212千円を計上しました。要因は、生産効率の向上、付加価値の高い基板関係の受注

取込、諸経費削減効果等があげられます。

また、特別利益に関係会社株式売却益1,652,394千円を計上した結果、当期純利益1,035,572千円を計上し前事

業年度比では大幅増益となりました。

 

(３)キャッシュ・フローの状況の分析

「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状況」に記載しております。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

特記すべきものはありません。

 

２ 【主要な設備の状況】

当社は、国内に本社工場及び２ヶ所の支店、営業部を有しており、これらのうち、主要な設備は以下のとおりで

す。

平成26年11月30日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

本社工場
(神奈川県藤沢市)

本社機能
事務業務
販売業務
生産設備

547,513 608,392
191,770

(9,577.95)
13,912 12,197 1,373,785

82
(55)

 

(注) １　現在休止中の主要な設備はない。

２　上記の金額には消費税等が含まれていない。

３　本社工場の帳簿価額のうち「その他」は工具、器具及び備品である。

４　従業員数の(　)は臨時従業員の年間平均人員を外書している。

５　当社は、自動制御機器製造販売事業の単一セグメントのため、セグメント別の記載は省略している。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記すべきものはありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

特記すべきものはありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,200,000

計 19,200,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成26年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,800,000 4,800,000 非上場・非登録
完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式。

計 4,800,000 4,800,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

昭和52年６月１日 ― 4,800,000 ― 240,000 ― 9,416
 

 

(6) 【所有者別状況】

平成26年11月30日現在

区分

株式の状況

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数

(人)
─ ２ ６ 18 ─ １ 541 568

所有株式数

(株)
─ 241,500 2,350 3,677,081 ─ 6,750 872,319 4,800,000

所有株式数

の割合(％)
─ 5.03 0.05 76.61 ─ 0.14 18.17 100.00

 

 

(7) 【大株主の状況】

平成26年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

菱華産業㈱ 東京都中央区日本橋室町４－６－２ 2,410 50.21

菱華企業㈱ 東京都中央区日本橋室町４－６－２ 892 18.59

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 240 5.00

弘　世　酉　二 東京都杉並区 190 3.96

㈱久世ベローズ工業所 石川県河北郡津幡町字南中条り74－１ 172 3.59

三菱重工業㈱ 東京都港区港南２－16－５ 100 2.08

林　　　俊　夫 東京都大田区 74 1.55

須　田　ふき子 東京都世田谷区 65 1.35

東　山　喜代子 東京都杉並区 65 1.35

森　　　まり子 東京都杉並区 62 1.30

計 ― 4,271 88.98
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,800,000
4,800,000

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

発行済株式総数 4,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 4,800,000 ―
 

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】該当事項はありません。
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　　　該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　　　　該当事項はありません。

 

３ 【配当政策】

当社は、株主への利益配分を重要な経営課題の一つと認識しており、経営基盤の強化と財務体質の健全性を勘案

しつつ、安定した配当の継続を重視することを基本方針としてまいりました。

当社の剰余金の配当は、年１回の期末配当を行っており、配当の決定機関は株主総会であります。

当事業年度についても、安定配当継続の方針とし、１株当たり３円の配当に加え、今期当社関係会社の株式を売

却したことによる特別配当３円を加算した６円の配当を実施することに決定しました。

また、内部留保金につきましては、多様化する市場ニーズに応えるため、開発の強化、生産体制の再構築及び新

たな事業展開などに有効投資してまいります。

 

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額 １株当たり配当額

（千円） （円）

平成27年２月26日

定時株主総会決議
28,800 ６

 

 

４ 【株価の推移】

該当事項はありません。
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５ 【役員の状況】
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
社長

代表取締役 百　瀬　一　夫 昭和26年３月17日生

平成15年６月 ㈱東京三菱銀行執行役員融資部長

(注)２ 20

平成16年６月 ダイヤモンドリース㈱常務取締役

平成19年４月 三菱ＵＦＪリース㈱専務取締役

平成25年６月 同社専務取締役退任

平成25年７月 菱華産業㈱代表取締役社長(現任)

平成25年７月 菱華工業㈱代表取締役社長(現任)

平成25年７月 ㈱菱華テック代表取締役社長(現

任)

平成25年７月 ㈱湘南P&S代表取締役社長(現任)

平成25年７月 当社代表取締役社長現在に至る

平成26年６月 富士紡ホールディングス㈱監査役

(現任)

常務
取締役

工場長 大　坪　哲　郎 昭和26年12月21日生

昭和50年４月 当社入社

(注)２ ２

平成13年３月 当社営業部長

平成15年３月 当社技術部長

平成16年２月 当社取締役技術部長

平成17年12月 当社取締役(営業部、大阪支店、技

術部、品質保証室担当)

平成19年２月 当社取締役（総務部、経理部、企

画部、営業部、大阪支店、生産管

理部、製造部、技術部、品質保証

室担当、主に製造部、技術部、品

質保証室担当）

平成23年２月 当社取締役(同上担当、主に技術

部、品質保証室担当とし技術部長

委嘱)

平成25年12月 当社取締役(生産管理部、品質保証

室担当)

平成26年６月 当社常務取締役(工場長、総括及び

総務部、経理部、企画部担当)

平成26年12月 当社常務取締役(工場長、総括及び

財務企画部担当)

平成27年２月 当社常務取締役(工場長)現在に至

る

取締役  吉　井　康　幸 昭和30年４月13日生

昭和53年４月 当社入社

(注)２ ２

平成13年３月 当社生産管理部長

平成15年４月 当社営業部長

平成17年３月 当社生産管理部長

平成17年12月 当社大阪支店部長

平成19年２月 当社取締役（総務部、経理部、企

画部、営業部、大阪支店、生産管

理部、製造部、技術部、品質保証

室担当、主に営業部、大阪支店担

当とし大阪支店長委嘱）

平成20年12月 当社取締役(同上担当、主に経営改

革担当)

平成24年２月 当社取締役(同上担当、主に経営改

革、営業部、大阪支店担当とし営

業部長委嘱)

平成25年12月 当社取締役(営業部、大阪支店担当

とし営業部長委嘱)

平成26年12月 当社取締役(営業部、生産管理部担

当)現在に至る
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 総務部長 小　野　純　一 昭和37年３月11日生

昭和59年４月 当社入社

(注)２ ２

平成16年12月 当社技術部技術開発室長

平成17年12月 当社技術部長

平成18年９月 当社役員補佐兼生産管理部長

平成19年２月 当社取締役（総務部、経理部、企

画部、営業部、大阪支店、生産管

理部、製造部、技術部、品質保証

室担当、主に生産管理部担当とし

生産管理部長委嘱）

平成22年２月 当社取締役(新規、新分野開拓担

当)

平成24年２月 当社取締役(技術開拓担当)

平成25年12月 当社取締役(特命担当)

平成26年12月 当社取締役(総務部、特命担当とし

総務部長委嘱)現在に至る

取締役 副工場長 齋　木　光　博 昭和40年３月17日生

昭和62年４月 当社入社

(注)２ ２

平成18年９月 当社技術部長

平成22年６月 当社製造部長

平成23年２月 当社取締役（総務部、経理部、企

画部、営業部、大阪支店、生産管

理部、製造部、技術部、品質保証

室担当、主に製造部担当とし製造

部長委嘱）

平成25年12月 当社取締役（製造部、技術部担当

とし技術部長委嘱）

平成26年６月 当社取締役（副工場長、製造部、

技術部、生産管理部、品質保証室

担当とし技術部長委嘱）

平成26年12月 当社取締役（副工場長、製造部、

技術部、品質保証部担当）現在に

至る

取締役 財務企画部長 森　永　宏　邦 昭和29年11月23日生

平成18年５月 ㈱東京三菱銀行退職

(注)２ ―

平成18年５月 菱華工業㈱経理部長

平成18年６月 ㈱湘南化工監査役

平成23年２月 菱華産業㈱管理部長

平成26年２月 当社総務部、経理部、企画部長

平成26年６月 菱華工業㈱取締役(現任)

平成26年12月 当社財務企画部長

平成27年２月 当社取締役（財務企画部担当とし

財務企画部長委嘱）現在に至る

取締役  弘　世　酉　二 昭和８年２月８日生

昭和59年１月 ㈱三菱銀行(現㈱三菱東京ＵＦＪ銀

行)退職

(注)２ 190

昭和61年２月 当社取締役

昭和61年５月 菱華企業㈱代表取締役社長

昭和63年６月 日本ランコ㈱取締役

平成７年４月 菱華産業㈱代表取締役社長

平成７年６月 菱華工業㈱代表取締役社長

平成12年４月 菱華産業㈱代表取締役副会長

平成14年２月 当社代表取締役社長

平成14年４月 菱華産業㈱代表取締役会長

平成16年２月 当社代表取締役会長

平成16年６月 菱華工業㈱代表取締役会長

平成21年６月 ㈱湘南P&S代表取締役会長

平成26年２月 当社取締役現在に至る

平成26年４月 菱華産業㈱取締役（現任）

平成26年５月 菱華企業㈱取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役  三　木　利　夫 昭和38年２月25日生

平成25年２月 ㈱三菱東京UFJ銀行監査部与信監査

室上席調査役

(注)３ ―

平成26年３月 菱華産業㈱企画部長兼関連事業室

長（現任）

平成26年６月 菱華工業㈱監査役（現任）

平成26年６月 ㈱湘南P&S監査役（現任）

平成26年６月 ㈱菱華テック監査役（現任）

平成27年２月 当社監査役現在に至る

計 218
 

(注) １　監査役三木利夫氏は、社外監査役であります。

２　取締役の任期は、平成26年11月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年11月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。

３　監査役の任期は、平成26年11月期に係る定時株主総会終結の時から平成30年11月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(１)コーポレート・ガバナンスの体制

当社は、迅速かつ透明性のある公正な経営の実現を目指しております。

従来からの監査役制度を維持し、監査役１名で取締役会その他経営に関する重要な会議に出席、重要な書類等

の閲覧、監査を行ない、内部統制の整備を図っております。

取締役会については、定例取締役会のほか、必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催し、法令で定められた

事項やその他重要事項を決定するとともに、取締役の業務執行の状況を逐次監督する機関と位置づけておりま

す。

また、公認会計士の監査は、有限責任 あずさ監査法人を選任し、監査契約を結び、正しい経営情報を提供し、

公正不偏な立場から監査が実施される環境を整備しております。当社は、企業経営活動全般にわたる内部監査機

能のさらなる充実に向けて、内部体制の整備を検討してまいります。

 

(２)役員報酬の内容

取締役の年間報酬総額 31,285千円

監査役の年間報酬総額 1,851千円

(注１) 上記のほか、使用人兼務取締役の使用人分給与相当額(賞与を含む)13,940千円を支払っております。

(注２) 上記報酬等の額には、当事業年度中に費用処理した取締役ならびに監査役に対する役員退職慰労引当金

の額を含めております。

(注３) 当社の監査役２名は社外役員であります。

(注４) 上記のほか社外役員が当社親会社から受けた役員としての報酬は11,875千円であります。

 

(３)会計監査の状況

会計監査については、有限責任 あずさ監査法人を選任しております。

当社の業務を執行した公認会計士の氏名は以下のとおりであります。なお、継続関与年数については全員７年

以内であるため記載を省略しております。

指定有限責任社員　　業務執行社員　　山口　直志

指定有限責任社員　　業務執行社員　　柴田　叙男

また、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名、その他７名であります。

会計監査人は、監査役と必要に応じ個々に打合せを行い、相互連携の充実を図っております。期初は各々が監

査方針、監査計画等の報告を行い、情報の共有化を図り、期中及び期末においては、各々の監査結果を報告し、

意見の交換を行っております。

 

(４)取締役の定数

当社は、取締役３名以上を置くこととする旨を定款で定めております。
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(５)取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び選任決議は、累積投票によらない旨を定款で定めておりま

す。

 

(６)株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議の要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めてお

ります。これは、株主総会の特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。

 

(７)社外監査役との関係

当社の社外監査役である三木利夫は、当社と人的関係、資本的関係及び取引関係上の利害関係はありません。

 

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

10,000 ― 10,000 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当事業年度（平成25年12月１日から平成26年11月30日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年9月21日内閣府令第61

号）付則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成25年12月１日から平成26年11月30日ま

で)の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人の監査を受けております。　

 

３　連結財務諸表について

当社は子会社がないため、連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年11月30日)
当事業年度

(平成26年11月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,720,675 3,074,873

  受取手形 ※２  249,033 ※２  307,130

  売掛金 289,754 270,340

  電子記録債権 70,202 123,250

  有価証券 - 499,875

  商品及び製品 238,099 261,198

  仕掛品 29,972 26,697

  原材料及び貯蔵品 281,436 268,935

  前払費用 845 706

  その他 ※１  294,265 ※１  283,549

  貸倒引当金 △2,080 △990

  流動資産合計 3,172,206 5,115,568

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 1,356,766 1,431,285

    減価償却累計額 △870,832 △910,412

    建物（純額） 485,933 520,873

   構築物 118,181 118,181

    減価償却累計額 △89,004 △91,541

    構築物（純額） 29,176 26,640

   機械及び装置 1,913,877 1,889,381

    減価償却累計額 △1,285,924 △1,281,285

    機械及び装置（純額） 627,953 608,096

   車両運搬具 5,082 3,672

    減価償却累計額 △4,620 △3,376

    車両運搬具（純額） 462 296

   工具、器具及び備品 437,930 435,310

    減価償却累計額 △397,545 △423,113

    工具、器具及び備品（純額） 40,385 12,197

   土地 191,770 191,770

   リース資産 25,104 30,524

    減価償却累計額 △11,533 △16,611

    リース資産（純額） 13,570 13,912

   有形固定資産合計 1,389,251 1,373,785

  無形固定資産   

   電話加入権 1,155 1,155

   ソフトウエア 239 438

   リース資産 16,520 10,300

   無形固定資産合計 17,915 11,894
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年11月30日)
当事業年度

(平成26年11月30日)

  投資その他の資産   

   投資有価証券 162,291 186,229

   関係会社株式 91,250 -

   出資金 10 10

   長期前払費用 316 197

   破産更生債権等 8,875 6,602

   その他 4,543 4,468

   貸倒引当金 △11,050 △8,710

   投資その他の資産合計 256,236 188,798

  固定資産合計 1,663,403 1,574,478

 資産合計 4,835,610 6,690,047

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 ※２  258,616 ※２  299,377

  買掛金 119,648 127,100

  リース債務 11,009 10,727

  未払金 18,910 93,592

  未払事業所税 4,771 4,814

  未払法人税等 7,355 707,311

  未払費用 83,046 86,191

  預り金 11,196 11,450

  設備関係支払手形 1,921 2,737

  流動負債合計 516,478 1,343,302

 固定負債   

  リース債務 20,518 14,628

  役員退職慰労引当金 28,909 25,416

  繰延税金負債 98,903 100,077

  固定負債合計 148,330 140,121

 負債合計 664,809 1,483,423

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 240,000 240,000

  資本剰余金   

   資本準備金 9,416 9,416

   資本剰余金合計 9,416 9,416

  利益剰余金   

   利益準備金 60,000 60,000

   その他利益剰余金   

    固定資産圧縮積立金 127,869 119,089

    別途積立金 2,360,000 2,360,000

    繰越利益剰余金 1,328,146 2,358,099

   利益剰余金合計 3,876,015 4,897,188

  株主資本合計 4,125,432 5,146,605

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 45,368 60,018

  評価・換算差額等合計 45,368 60,018

 純資産合計 4,170,800 5,206,623

負債純資産合計 4,835,610 6,690,047
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年12月１日
　至 平成25年11月30日)

当事業年度
(自 平成25年12月１日
　至 平成26年11月30日)

売上高   

 製品売上高 2,423,904 2,537,970

 商品売上高 242,145 349,753

 売上高合計 2,666,050 2,887,724

売上原価   

 製品期首たな卸高 216,785 228,515

 当期製品製造原価 2,207,815 2,261,742

 合計 2,424,601 2,490,257

 製品他勘定振替高 ※4  1,607 ※4  1,286

 製品期末たな卸高 228,515 254,224

 製品売上原価 2,194,478 2,234,745

 商品期首たな卸高 6,580 9,584

 当期商品仕入高 194,570 247,960

 合計 201,150 257,544

 商品期末たな卸高 9,584 6,973

 商品売上原価 191,566 250,570

 売上原価合計 ※1  2,386,044 ※1  2,485,316

売上総利益 280,005 402,407

販売費及び一般管理費 ※2，※3  310,071 ※2，※3  339,195

営業利益又は営業損失（△） △30,065 63,212

営業外収益   

 受取利息 712 276

 有価証券利息 - 242

 受取配当金 6,445 12,431

 受取賃貸料 3,579 3,609

 貸倒引当金戻入額 50 50

 その他 2,129 2,683

 営業外収益合計 12,917 19,294

営業外費用   

 賃貸費用 1,856 1,563

 訴訟関連費用 5,576 -

 支払補償費 - 1,781

 その他 365 1,502

 営業外費用合計 7,797 4,846

経常利益又は経常損失（△） △24,945 77,660

特別利益   

 固定資産売却益 ※5  60,080 -

 関係会社株式売却益 - ※6  1,652,394

 特別利益合計 60,080 1,652,394

税引前当期純利益 35,134 1,730,054

法人税、住民税及び事業税 5,148 700,279

法人税等調整額 △5,452 △5,797

法人税等合計 △303 694,481

当期純利益 35,437 1,035,572
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【製造原価明細書】

 

  
前事業年度

(自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日)

当事業年度
(自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費  1,367,867 61.9 1,421,951 62.7

Ⅱ　労務費  407,993 18.5 415,916 18.3

Ⅲ　経費 ※１ 433,141 19.6 431,402 19.0

　　当期総製造費用  2,209,002 100.0 2,269,270 100.0

　　仕掛品期首たな卸高  29,176  29,972  

　　他勘定より振替高 ※２ 610,851  631,976  

　　　合計  2,849,029  2,931,219  

　　他勘定へ振替高 ※３ 611,241  642,779  

　　仕掛品期末たな卸高  29,972  26,697  

　　当期製品製造原価  2,207,815  2,261,742  
 

 

(脚注)

 

前事業年度
(自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日)

当事業年度
(自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日)

〇　原価計算の方法

　　標準原価にもとづく組別総合原価計算法、原価差額

の発生額は製品、原材料、仕掛品及び売上原価に配

賦している。

※１　主な内訳は、次のとおりである。

減価償却費 174,919千円

旅費交通費 22,175

研究開発費 44,204

賃借料 12,863

消耗品費 43,038

修繕費 34,037
 

〇　原価計算の方法

　　　　同左

 
 
※１　主な内訳は、次のとおりである。

減価償却費 171,391千円

旅費交通費 22,025

研究開発費 39,578

賃借料 13,044

消耗品費 44,793

修繕費 35,502
 

※２　自社製作部品からの振替高である。 ※２　自社製作部品からの振替高である。

※３　自社製作固定資産及び自社製作部品への振替高で

ある。

※３　自社製作固定資産及び自社製作部品への振替高で

ある。
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成24年12月１日　至 平成25年11月30日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 240,000 9,416 60,000 136,995 2,360,000 1,297,982 3,854,978 4,104,394

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 △14,400 △14,400 △14,400

固定資産圧縮積立金

の取崩
　 　 　 △9,125 　 9,125 ― ―　

固定資産圧縮積立金

の積立
　 　 　 ― 　 ― ― ―　

当期純利益 　 　 　 　 　 35,437 35,437 35,437

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― △9,125 ― 30,163 21,037 21,037

当期末残高 240,000 9,416 60,000 127,869 2,360,000 1,328,146 3,876,015 4,125,432
 

 

 

　

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 7,996 7,996 4,112,391

当期変動額 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △14,400

固定資産圧縮積立金

の取崩
　 　 ―　

固定資産圧縮積立金

の積立
　 　 ―　

当期純利益 　 　 35,437

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
37,371 37,371 37,371

当期変動額合計 37,371 37,371 58,409

当期末残高 45,368 45,368 4,170,800
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 当事業年度(自 平成25年12月１日　至 平成26年11月30日)

(単位：千円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 240,000 9,416 60,000 127,869 2,360,000 1,328,146 3,876,015 4,125,432

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 △14,400 △14,400 △14,400

固定資産圧縮積立金

の取崩
　 　 　 △9,125 　 9,125 ― ―　

固定資産圧縮積立金

の積立
　 　 　 345 　 △345 ― ―　

当期純利益 　 　 　 　 　 1,035,572 1,035,572 1,035,572

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― △8,780 ― 1,029,952 1,021,172 1,021,172

当期末残高 240,000 9,416 60,000 119,089 2,360,000 2,358,099 4,897,188 5,146,605
 

 

 

　

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 45,368 45,368 4,170,800

当期変動額 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △14,400

固定資産圧縮積立金

の取崩
　 　 ―　

固定資産圧縮積立金

の積立
　 　 ―　

当期純利益 　 　 1,035,572

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
14,649 14,649 14,649

当期変動額合計 14,649 14,649 1,035,822

当期末残高 60,018 60,018 5,206,623
 

EDINET提出書類

日電工業株式会社(E01918)

有価証券報告書

28/58



④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成24年12月１日
　至 平成25年11月30日)

当事業年度
(自 平成25年12月１日
　至 平成26年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 35,134 1,730,054

 減価償却費 184,281 180,532

 関係会社株式売却益 - △1,652,394

 有形固定資産除売却損益（△は益） △60,080 -

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,620 △3,430

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △800 △3,493

 受取利息及び受取配当金 △7,157 △12,708

 売上債権の増減額（△は増加） △13,842 △91,731

 たな卸資産の増減額（△は増加） △7,544 △7,323

 未収入金の増減額（△は増加） 51,837 10,659

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 305 491

 仕入債務の増減額（△は減少） △64,485 48,212

 未払費用の増減額（△は減少） 12,380 3,144

 未払金の増減額（△は減少） 6,653 18,063

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 5,761 295

 その他 4,005 13,852

 小計 144,829 234,226

 利息及び配当金の受取額 7,442 12,683

 法人税等の支払額 △1,582 △11,710

 法人税等の還付額 268 -

 営業活動によるキャッシュ・フロー 150,958 235,200

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △249,945 △96,010

 有形固定資産の売却による収入 62,620 -

 無形固定資産の取得による支出 - △390

 投資有価証券の取得による支出 △1,835 △2,316

 関係会社株式の売却による収入 - 1,743,644

 貸付金の回収による収入 127,500 -

 定期預金の払戻による収入 59,805 59,805

 定期預金の預入による支出 △59,805 △559,805

 その他 - 319

 投資活動によるキャッシュ・フロー △61,660 1,145,246

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 リース債務の返済による支出 △12,383 △11,863

 配当金の支払額 △14,138 △14,510

 財務活動によるキャッシュ・フロー △26,521 △26,373

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 62,776 1,354,072

現金及び現金同等物の期首残高 1,598,094 1,660,870

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  1,660,870 ※１  3,014,943
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 【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

(2) 関係会社株式

移動平均法に基づく原価法

(3) その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品は、総平均法に基づく原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定額法で償却を行っています。なお、主な耐用年数については以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　　31年

構築物　　　　　　　　　　　　45年

機械及び装置　　　　　　　　　11年

車輌及び運搬具　　　　　　　　５年

工具器具及び備品　　　　　　　２年

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 役員退職慰労引当金

役員の退職金の支給に充てるため、役員退職慰労金支給内規に基づき期末要支給額を計上しております。

５　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資

６　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（表示方法の変更）

（貸借対照表）

前事業年度において、貸借対照表で区分掲記していた「未収入金」は金額的重要性が乏しくなったため、当事

業年度より「流動資産」の「その他」に含めております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の

財務諸表の組替えを行っております。この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「未収入

金」294,025千円、「その他」240千円は、「流動資産」の「その他」294,265千円として組み替えております。

なお、当該変更は財務諸表等規則第19条に基づくものであります。

 

（損益計算書関係）

前事業年度において、「販売費及び一般管理費の主要な費目」として注記していた「荷造運送費（27,966千

円）」、「役員報酬（27,040千円）」、「賞与手当（16,056千円）」、「福利厚生費(26,439千円)」、「旅費交

通費(19,802千円)」、「賃借料（4,458千円）」は、科目を掲記すべき数値基準が、販売費及び一般管理費の合計

額の100分の５を超える場合から、100分の10を超える場合に緩和され、当事業年度において重要性が乏しくなっ

たため注記しておりません。

なお、当該変更は、財務諸表等規則第85条第２項に基づくものであります。　
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(貸借対照表関係)

※１ (前事業年度)

流動資産のその他(未収入金)には売掛債権譲渡分273,767千円が含まれております。

 

(当事業年度)

流動資産のその他(未収入金)には売掛債権譲渡分261,153千円が含まれております。

 

※２ 期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。

 

 
前事業年度

(平成25年11月30日)
当事業年度

(平成26年11月30日)

受取手形 　　　　　　　7,919千円 3,121千円

支払手形 　　　　　　　90,829 113,074
 

 

(損益計算書関係)

※１　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額(△は戻入額)

 
前事業年度

(自 平成24年12月１日
至 平成25年11月30日)

当事業年度
(自 平成25年12月１日
至 平成26年11月30日)

売上原価 5,975千円 △1,571千円
 

 

※２　販売費及び一般管理費の主なもの(△は戻入額)

 
前事業年度

(自 平成24年12月１日
至 平成25年11月30日)

当事業年度
(自 平成25年12月１日
至 平成26年11月30日)

貸倒引当金繰入額 △542千円 △1,444千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,200 3,501 

給料手当 112,242 107,371 

雑給 32,430 39,972 

減価償却費 9,313 9,026 
 

 

おおよその割合

 
前事業年度

(自 平成24年12月１日
至 平成25年11月30日)

当事業年度
(自 平成25年12月１日
至 平成26年11月30日)

販売費 60％ 59％

一般管理費 40 41
 

EDINET提出書類

日電工業株式会社(E01918)

有価証券報告書

32/58



 

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成24年12月１日
至 平成25年11月30日)

当事業年度
(自 平成25年12月１日
至 平成26年11月30日)

 44,204千円 39,578千円
 

 

※４　試験研究のための振替であります。

 

※５　固定資産売却益の内訳

 
前事業年度

(自 平成24年12月１日
至 平成25年11月30日)

当事業年度
(自 平成25年12月１日
至 平成26年11月30日)

土地 　　　　　　　60,080千円   ―

合計 　　　　　　60,080 ―
 

 

※６　関係会社株式売却益の内訳

 
前事業年度

(自 平成24年12月１日
至 平成25年11月30日)

当事業年度
(自 平成25年12月１日
至 平成26年11月30日)

日本ランコ㈱ 　―　千円 　　　　　1,652,394千円

合計 　　　　　　　　― 　　　　　1,652,394千円
 

 

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 4,800,000 ― ― 4,800,000
 

 
　
２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年２月27日
定時株主総会

普通株式 14,400 ３ 平成24年11月30日 平成25年２月28日
 

 

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年２月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 14,400 ３ 平成25年11月30日 平成26年２月28日
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当事業年度(自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 4,800,000 ― ― 4,800,000
 

 
　
２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年２月27日
定時株主総会

普通株式 14,400 ３ 平成25年11月30日 平成26年２月28日
 

 

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年２月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 28,800 ６ 平成26年11月30日 平成27年２月27日
 

 

(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

(自 平成24年12月１日
至 平成25年11月30日)

当事業年度
(自 平成25年12月１日
至 平成26年11月30日)

現金及び預金 1,720,675千円 3,074,873千円

預入期間３か月超の定期預金 △59,805千円 △559,805千円

コマーシャルペーパー ― 499,875千円

現金及び現金同等物 1,660,870千円 3,014,943千円
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(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引

　(借主側)

 所有権移転外ファイナンス・リース取引(通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっているもの)

①　リース資産の内容

有形固定資産

工具器具及び備品

無形固定資産

ソフトウェア

②　リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、運転資金、設備投資とも自己資金の範囲内での繰り回しを基本方針としております。余資については、

安全性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券はコマーシャルぺー

パーであり、発行体の信用リスクに晒されております。また、投資有価証券は、主に取引先企業との業務に関連す

る株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、営業債権について、営業部、大阪支店が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごと

に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社は、投資有価証券について、定期的な時価や発行体の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案し

て保有状況を継続的に注視しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が無い場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定において変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。
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２  金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。

 

前事業年度(平成25年11月30日)                                              　　　　　 (単位：千円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 1,720,675 1,720,675 ―

(2) 受取手形 249,033 249,033 ―

(3) 売掛金 289,754 289,754 ―

(4) 未収入金 294,025 294,025 ―

(5) 投資有価証券    

 　 その他有価証券 145,110 145,110 ―

資産計 2,698,599 2,698,599 ―

(1) 支払手形 258,616 258,616 ―

(2) 買掛金 119,648 119,648 ―

(3) 未払費用 83,046 83,046 ―

(4) 設備関係支払手形 1,921 1,921 ―

負債計 463,233 463,233 ―
 

 

当事業年度(平成26年11月30日)                                              　　　　　 (単位：千円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 3,074,873 3,074,873 ―

(2) 受取手形 307,130 307,130 ―

(3) 売掛金 270,340 270,340 ―

(4) 未収入金 283,366 283,366 ―

(5) 有価証券及び投資有価証券   ―

　　満期保有目的の債券 499,875 499,875 ―

 　 その他有価証券 167,124 167,124 ―

資産計 4,602,711 4,602,711 ―

(1) 支払手形 299,377 299,377 ―

(2) 買掛金 127,100 127,100 ―

(3) 未払費用 86,191 86,191 ―

(4) 設備関係支払手形 2,737 2,737 ―

負債計 515,406 515,406 ―
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(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資  産

(1)現金及び預金(2) 受取手形(3)売掛金(4)未収入金

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

(5)有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引金融機関等から提示された価格に

よっております。

負  債

(1) 支払手形(2)買掛金(3)未払費用(4)設備関係支払手形

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

(単位：千円)

区分 平成25年11月30日 平成26年11月30日

非上場株式 17,181 19,105

関係会社株式 91,250 ―
 

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(5)有価証券及

び投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。また、関係会社株式については、市場価格がなく、時

価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

(注３)金融商品の決算日後の償還及び返済予定表

前事業年度(平成25年11月30日)                                             　　　　　 (単位：千円)

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

(1) 現金及び預金 1,720,675 ― ― ―

(2) 受取手形 249,033 ― ― ―

(3) 売掛金 289,754 ― ― ―

(4) 未収入金 294,025 ― ― ―

合計 2,553,489 ― ― ―
 

 

当事業年度(平成26年11月30日)                                           　　　　　   (単位：千円)

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

(1) 現金及び預金 3,074,873 ― ― ―

(2) 受取手形 307,130 ― ― ―

(3) 売掛金 270,340 ― ― ―

(4) 未収入金 283,366 ― ― ―

(5) 有価証券及び投資有価証券     

　　満期保有目的の債券(コマーシャルペーパー) 499,875 ― ― ―

合計 4,435,586 ― ― ―
 

 

EDINET提出書類

日電工業株式会社(E01918)

有価証券報告書

38/58



 

(有価証券関係)

 

１ 満期保有目的の債券

 
前事業年度(平成25年11月30日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(平成26年11月30日)                                            　　　　　　（単位：千円）

区分
貸借対照表日における
貸借対照表計上額

時価 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

コマーシャルペーパー ― ― ―

小計 ― ― ―

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

コマーシャルペーパー 499,875 499,875 ―

小計 499,875 499,875 ―

合計 499,875 499,875 ―
 

 

２ その他有価証券

前事業年度(平成25年11月30日)                                           　　　　　　 （単位：千円）

区分
貸借対照表日における
貸借対照表計上額

取得原価 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

  株式 145,110 62,677 82,433

小計 145,110 62,677 82,433

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

  株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 145,110 62,677 82,433
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当事業年度(平成26年11月30日)                                            　　　　　　（単位：千円）

区分
貸借対照表日における
貸借対照表計上額

取得原価 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

  株式 167,124 64,994 102,130

小計 167,124 64,994 102,130

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

  株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 167,124 64,994 102,130
 

 

３ 関連会社株式

関連会社株式(前事業年度の貸借対照表計上額は91,250千円)は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。
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(デリバティブ取引関係)

当社は、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

 

(退職給付関係)

前事業年度(自 平成24年12月１日 至 平成25年11月30日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自 平成25年12月１日 至 平成26年11月30日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定拠出型の制度として中小企業退職金共済制度(中退共)を採用しております。

 

２．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、2,962千円でありました。

 

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

 

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成25年11月30日)
当事業年度

(平成26年11月30日)

(繰延税金資産)   

棚卸資産 14,535千円 13,948千円

貸倒引当金 4,192 3,058

未払事業税 932 52,571

繰越欠損金 2,146 ―

役員退職慰労引当金 10,126 8,903

投資有価証券評価損 53,243 53,243

未払社会保険料否認 1,463 1,841

未払費用否認 684 ―

繰延税金資産小計 87,326 133,565

評価性引当額 △87,326 △133,565

繰延税金資産合計 ─ ―

   

(繰延税金負債)   

固定資産圧縮積立金 △70,007 △64,209

その他有価証券評価差額金 △28,896 △35,867

繰延税金負債合計 △98,903 △100,077

繰延税金負債の純額 △98,903 △100,077
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成25年11月30日)
 

当事業年度
(平成26年11月30日)

法定実効税率 37.4％  37.4％

（調整）    

住民税均等割等 3.5％  0.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.5％  △0.1％

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.9％  0.1％

繰越欠損金の充当 △50.1％  ―

評価性引当額の増減 6.9％  2.6％

その他 ―  0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.9％  40.1％
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３　法人税等の税率の変更による繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日

以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、平成26年12月１日に開始

する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については、繰延税金負債を計算する法定実効税率が37.4％から35.0％

に変更となります。

なお、当該変更が繰延税金負債及び法人税等調整額に与える影響は軽微であります。
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(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

(持分法損益等)

 
前事業年度

(自 平成24年12月１日
至 平成25年11月30日)

当事業年度
(自 平成25年12月１日
至 平成26年11月30日)

関連会社に対する投資の金額 91,250千円 ―

持分法を適用した場合の投資の金額 2,093,150 ―

持分法を適用した場合の投資損失の金額 9,593 4,734千円
 

 

　(注)　関連会社でありました日本ランコ株式会社について、平成26年４月に当社が保有する株式の全部を売却した

ため、同社は関連会社ではなくなっております。従って、当事業年度の「関連会社に対する投資の金額」及び

「持分法を適用した場合の投資の金額」には、当該関連会社に対する投資の金額及び持分法を適用した場合の

投資の金額を含めておりませんが、「持分法を適用した場合の投資損失の金額」には、当該関連会社であった

期間における持分法を適用した場合の投資損失の金額を含めております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は自動制御機器製造販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度(自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日)

１  製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービス区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高であるため、地域ごとの売上高の記載を省略しており

ます。

(2) 有形固定資産

貸借対照表の有形固定資産の金額は、すべて本邦に所在しているため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略し

ております。

 

３  主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日立アプライアンス㈱ 319,562 自動制御機器製造販売事業
 

 

当事業年度(自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日)

１  製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービス区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高であるため、地域ごとの売上高の記載を省略しており

ます。

(2) 有形固定資産

貸借対照表の有形固定資産の金額は、すべて本邦に所在しているため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略し

ております。

 

３  主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

東芝キヤリア㈱ 337,155 自動制御機器製造販売事業

日立アプライアンス㈱ 327,445 自動制御機器製造販売事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

日電工業株式会社(E01918)

有価証券報告書

45/58



 

【関連当事者情報】

１  関連当事者との取引

財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等

前事業年度(自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日)

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地
資本金又

は出資金

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所有)割

合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

同一の親会社

を持つ会社

Ryoka Global

Europe s.r.o.

スロバキ

ア共和国

ニトラ県

16,052

(千ユーロ)
製造業

所有

直接

5.21

出資及び

資金の貸付

役員の兼任２名

資金の回収 127,500 長期貸付金 ―

利息の受取 289 ― ―

同一の親会社

を持つ会社

菱華マレーシ

ア㈱

マレーシ

ア

ス ラ ン

ゴール州

8,000

(千マレーシア

リンギット)

製造業

所有

直接

6.25

出資 配当金の受取 3,606 ― ―

 

 

当事業年度(自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日)

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地
資本金又

は出資金

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所有)割

合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

同一の親会社

を持つ会社

菱華マレーシ

ア㈱

マレーシ

ア

ス ラ ン

ゴール州

8,000

(千マレーシア

リンギット)

製造業

所有

直接

6.25

出資 配当金の受取 8,000 ― ―

 

 

２  親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

菱華産業株式会社（非上場）

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

前事業年度（自平成24年12月１日　至平成25年11月30日）

重要な関連会社は日本ランコ株式会社であり、その要約財務情報は以下のとおりであります。

  （単位:千円）

 （貸借対照表項目） 平成25年３月31日

 流動資産合計 7,244,278

 固定資産合計 87,814

   

 流動負債合計 113,582

 固定負債合計 ―

   

 純資産合計 7,218,510

   

 （損益計算書項目）  

 売上高 271,649

 税引前当期純損失 31,881

 当期純損失 33,081
 

 

当事業年度（自平成25年12月１日　至平成26年11月30日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

 
前事業年度

(自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日)

当事業年度
(自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日)

１株当たり純資産額 868円91銭 1,084円71銭

１株当たり当期純利益金額 ７円38銭 215円74銭
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前事業年度

(自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日)

当事業年度
(自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 35,437 1,035,572

普通株式に係る当期純利益(千円) 35,437 1,035,572

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 4,800,000 4,800,000
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

　

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

  アズビル㈱ 30,000 83,970

  三菱重工業㈱ 92,259 63,899

投資有価
証券

その他有
価証券

菱華マレーシア㈱ 500,000 17,580

  ㈱日立製作所 14,000 12,831

  ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 9,360 6,424

  菱華香港㈱ 100,000 1,525

  Ryoka Global Europe s.r.o. 836,487 ―

計  186,229
 

 

【債券】

 

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

有価証券
満期保有
目的の債
券

三菱ＵＦＪリース㈱　コマーシャ
ルペーパー

500,000 499,875

計 500,000 499,875
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【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産        

　建物 1,356,766 74,519 ― 1,431,285 910,412 39,579 520,873

　構築物 118,181 ― ― 118,181 91,541 2,536 26,640

　機械及び装置 1,913,877 69,980 94,476 1,889,381 1,281,285 89,524 608,096

　車両運搬具 5,082 ― 1,410 3,672 3,376 166 296

　工具、器具及び備品 437,930 9,054 11,674 435,310 423,113 37,242 12,197

　土地 191,770 ― ― 191,770 ― ― 191,770

　リース資産 25,104 5,420 ― 30,524 16,611 5,078 13,912

　建設仮勘定 ― 144,500 144,500 ― ― ― ―

有形固定資産計 4,048,712 303,475 252,061 4,100,126 2,726,340 174,127 1,373,785

無形固定資産        

　電話加入権 ― ― ― 1,155 ― ― 1,155

　ソフトウエア ― ― ― 988 549 191 438

　リース資産 ― ― ― 39,366 29,065 6,219 10,300

無形固定資産計 ― ― ― 41,509 29,615 6,411 11,894
 

(注) １　無形固定資産については、資産総額の１％以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略している。
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【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

リース債務の金額が、負債及び純資産の合計額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第125条の規定

により記載を省略している。

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金　　 13,130 7,600 1,935 9,094 9,700

役員退職慰労引当金 28,909 3,501 6,994 ― 25,416
 

(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」の欄は、洗い替え計算による戻入額であり、損益計算書の表示において

は、繰入額と戻入額を相殺して表示している。

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

 

区分 金額(千円)

現金 1,132

預金  

　当座預金 440,626

　普通預金 3,309

  通知預金 1,600,000

　定期預金 1,029,805

計 3,073,741

合計 3,074,873
 

 

②　受取手形

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

㈱ファインシンター 85,697

㈱カントー 60,212

永興電機工業㈱ 35,173

タカラベルモント㈱大阪工場 33,999

㈱ニッキ 18,700

その他 73,349

合計 307,130
 

 

期日別内訳

 

期日 金額(千円)

平成26年12月満期 78,563

平成27年１月満期 60,011

　　　　２月満期 73,902

　　　　３月満期 82,126

　　　　４月以降満期 12,526

合計 307,130
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③　売掛金

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

㈱カントー 22,895

㈱ファインシンター 21,960

日立アプライアンス㈱ 20,326

東芝キヤリア㈱富士工場 14,997

三洋電機㈱ 14,589

その他 175,571

合計 270,340
 

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

 

当期首残高
(千円)
Ａ

当期発生高
(千円)
Ｂ

当期回収高
(千円)
Ｃ

当期末残高
(千円)
Ｄ

回収率(％)
Ｃ

×100
Ａ＋Ｂ

 

 

滞留期間(日)
Ａ＋Ｄ
２
Ｂ
365

 

 

289,754 3,088,942 3,108,356 270,340 92.0 33.1
 

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しているが、上記金額には消費税等が含まれている。

 

④　商品及び製品

 

品名 金額(千円)

電磁弁 172,385

膨張弁 2,778

温湿度調節器 527

電動弁 24,905

手動弁 27,230

自動弁 28,327

その他 5,043

合計 261,198
 

 

EDINET提出書類

日電工業株式会社(E01918)

有価証券報告書

52/58



 

⑤　仕掛品

 

品名 金額(千円)

主要材料(主として黄銅棒) 15,858

部分品(主として鍛造品ボディ) 10,838

合計 26,697
 

 

⑥　原材料及び貯蔵品

品名 金額(千円)

主要材料(主として黄銅棒) 15,744

部分品(主として鍛造品ボディ) 253,191

合計 268,935
 

 

⑦　支払手形

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

三立応用化工㈱ 49,993

大丸工業㈱ 20,300

㈱古河製作所 17,482

花岡金属㈱ 15,026

ウメトク㈱ 12,417

その他 184,156

合計 299,377
 

 

期日別内訳

 

期日 金額(千円)

平成26年12月満期 74,167

平成27年１月満期 67,105

　　　　２月満期 72,262

　　　　３月満期 62,369

　　　　４月以降満期 23,471

合計 299,377
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⑧　買掛金

相手先別内訳

 

相手先 金額(千円)

片岡金属㈱ 8,639

三立応用化工㈱ 7,941

岡山技研㈱ 7,611

大成エレクトロニクス㈱ 7,078

東京金商㈱ 5,984

その他 89,845

合計 127,100
 

 

⑨　未払法人税等

区分 金額(千円)

未払法人税 485,524

未払住民税 81,222

未払事業税 140,564

合計 707,311
 

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 12月１日から11月30日まで

定時株主総会 ２月中

基準日 11月30日

株券の種類
１株券　10株券　50株券　100株券　500株券　1,000株券
但し　100株未満の株式についてはその数を示した株券を発行できる。

剰余金の配当の基準日 11月30日

１単元の株式数 定めなし

株式の名義書換え  

　　取扱場所 神奈川県藤沢市小塚126番地　当社総務部

　　株主名簿管理人 なし

　　取次所 なし

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り 定めなし

公告掲載方法 官報に掲載する。

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は非上場会社であるため、該当事項はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 

(１) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第66期(自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日)平成26年２月27日関東財務局長に提出。

(２) 半期報告書

事業年度　第67期中(自　平成25年12月１日　至　平成26年５月31日)平成26年８月27日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

平成27年２月26日

 

日電工業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　山　　口　　直　　志　　㊞
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　柴　　田　　叙　　男　　㊞
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日電工業株式会社の平成25年12月１日から平成26年11月30日までの第67期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日電工

業株式会社の平成26年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

　２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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